
事業番号 - - -

（ ）

コロナ下において、非正規雇用者の多くを占める女性が解雇や雇い止めに追い込まれるなど、女性の生活や仕事に関する悩みが更に深刻になっていることから、困難や不安を抱
える女性に対する相談支援を強化する措置を講じている。
また、女性デジタル人材育成プランに則った「デジタル人材・起業家育成支援型」や、男性の望まない孤独・孤立を解消する「男性相談支援型」など、新たにメニューを増やしながら
事業を拡大している。
引き続き、関係団体と連携して地方公共団体が行う、女性デジタル人材の育成や女性登用、ＮＰＯ等の知見を活用した困難や不安を抱える女性への相談支援等、地域の実情に応
じた取組を支援していく。

令和6年度要求

-

-

-

699.9

(目) 地域女性活躍推進交付金

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額の
割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
79%

主な増減理由（・要望額・予備費）

119%

令和6年度要求

事業概要URL
https://www.gender.go.jp/policy/chihou_renkei/kofukin/r05/index.html

(項)
令和5・6年度

予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 300

699.9

81%

執行率（％）
=(G)/(F)

84% 48% 91%

男女共同参画社会形成促進費

(目)

2023 府 22 0123

内閣府

政策 １５．男女共同参画

事業の目的
（5行程度以内）

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づき、女性の活躍の推進に関する施策が確実に実行されるよう、地方公共団体において地域における関係団体の連携を
促進し、地域の実情に応じた、女性デジタル人材や管理職・役員の育成など女性活躍の取組への支援を行うほか、様々な課題や困難を抱える女性に寄り添い、就労までつなげて
いく支援、孤独・孤立で困難や不安を抱える女性が、社会との絆・つながりを回復することができるよう、NPO等の民間団体の知見を活用した相談支援等の取組に対する財政的支
援を行う。

総務課 大森　崇利

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第23条
男女共同参画社会基本法第20条

関係する
計画、通知等

経済財政運営と改革の基本方針2022（令和4年6月7日閣議決定）
第5次男女共同参画基本計画（令和2年12月25日閣議決定）
デジタル田園都市国家構想基本方針（令和4年6月7日閣議決定）

事業名 女性活躍促進に向けた取組に必要な経費 担当部局庁 男女共同参画局 作成責任者

事業開始年度

施策 １８．男女共同参画基本計画の作成・推進

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.cao.go.jp/yosan/soshiki/r05/seisakuhyouka_r5.html

補助率：①及び③（A、C)は２分の１、②及び③（B)は４分の３
交付上限：①は都道府県　800万円（注）、政令指定都市　500万円、市区町村　250万円、②は都道府県　1,200万円、政令指定都市　750万円、市区町村　375万円、③（A、C）は都
道府県・市・特別区　800万円、町村　500万円、③（B)は一律1,125万円　注）推進計画未策定市町村への策定支援事業実施等の条件付きで1,000万円とする。

平成25年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

815 -

補正予算（B) 150 525 675

677.2

677.2

令和5年度第1次補正予算

699.9

予備費等（E) 1,350 - 176 -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 150 150 300 300 699.9

150 1,520 535

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

地域女性活躍推進交付金
交付対象：地方公共団体
①女性役員・管理職を育成するための研修、企業経営者の意識改革のためのセミナー、地域女性ロールモデル事業を支援
②ジェンダーの視点を踏まえ、地方公共団体の経済担当部局や商工会議所党との連携・協働による真に効果の高い、女性デジタル人材や女性起業家を育成するためのセミナーや
就労につなげる相談、ネットワークづくり等を支援
③（A)様々な課題・困難を抱える女性に寄り添った相談支援等の取組を支援

（B)孤独・孤立で困難や不安を抱える女性が社会とのつながりを回復できるようNPO等の知見を活用した相談支援やその一環として行う生理用品の提供等の取組を支援
（C）男性相談事業等の取組を支援

実施方法 交付

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 236 805 789

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

280 1,660 871 1,792.2

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) ▲ 1,520 ▲ 535 ▲ 815 -

275

25

重要政策推進枠：425



成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ 69.4 71.6 76.6

目標値 ％ 85 85 85

達成度 ％

地域の実情に応じた女性の活躍推進に
資する取組が実施されること。

男女共同参画計画の策定率
（市区）

成果実績 ％ 98.3 98.3

98.3

改善の
方向性

事業所管部局による点検・改善

地方公共団体が地域の実情に応じて行う女性の活躍促進に資する取組を支援。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

第5次男女共同参画基本計画
地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 都道府県

- -

47

活動目標 活動指標

44

年度

100 100

定量的な成果指標 単位

都道府県 44

目標年度
令和4年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

地域における関係団体の連携を促進
し、地域における女性の活躍を迅速か
つ重点的に推進する。

地域女性活躍推進交付金事
業を行っている都道府県数

活動実績

- 年度

地域の実情に応じた女性の活躍推進に
資する取組が実施されること。

男女共同参画計画の策定率
（町村）

達成度

単位 令和2年度

81.6

目標最終年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

第5次男女共同参画基本計画
地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況

令和2年度 令和3年度

84.2

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

44

-

-

-

地域女性活躍推進交付金の活用が一層広まることで、比較的自治体規模の大きな市区と比べて、事業実施が進みづらい町村においても、男女共同参画計画の策
定が進むと考えられるため、町村での女性の活躍推進に資する取組の実施を長期アウトカムとして設定した。

-

　引き続き、公募により、効果的な取組の採択及び実施に努めるとともに、事業成果については、広く情報発信を行っていく。特に公募方法を工夫し随時募集するな
ど実績の低い市町村などの応募の利便性に配慮したり、未応募の市町村担当者に直接、指導・相談する機会を増やすことにより実績を上げていく。
　また、コロナ下において、生活や仕事、DV被害、子育てや介護に関する女性の悩みなどが更に深刻になっていることから、困難や不安を抱える女性に対する相談
支援を強化する必要が生じており、「地域女性活躍推進交付金」の拡充により、こうした女性に寄り添った相談等の取組を支援していく。

90.1％

98.2

目標値 ％ 100

98.3 98.2

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

46

効果発揮の初期段階として、まずは、地域女性活躍推進交付金の活用が広まることで、比較的自治体規模の大きな市区から、男女共同参画計画の策定が進むと
考えられるため、市区での女性の活躍推進に資する取組の実施を短期アウトカムとして設定した。

目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

-
点検結果

　地方公共団体への「地域女性活躍推進交付金」の交付により、多様な主体による連携体制
の構築や地域の実情に応じた女性の活躍推進の取組が実施され、地域における女性活躍
を推進する動きは確実に促進されており、交付決定に関しては、交付要綱等に基づいて交
付申請された事業案件について適正に審査した上、速やかに交付決定を行っている。
　また、コロナ下において、生活や仕事、DV被害、子育てや介護に関する女性の悩みなどが
更に深刻になっていることから、困難や不安を抱える女性に対する相談支援を強化する措置
を講じている。

-

-

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

-44 47

成果実績



-

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成26年度 ９６

備考

内閣府

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 -

平成25年度 新25-0008

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

交付金対象事業の効果測定や検証を行い、適切かつ効果的な交付金活用のためのフォローアップに努めるとともに、更なる事業の見直し及び効果的かつ効率的
な予算執行に努める。

現状通り

現状通り

１０３

平成30年度 １０２

平成23年度 -

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 ９１

平成29年度 ９５

令和3年度

平成27年度

令和2年度 内閣府 0113

0126

令和4年度 2022 府 21 0125

2021 府

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0112

-

-

交付金対象事業の効果測定や検証を行い、適切かつ効果的な交付金活用のためのフォローアップに努めること。また、引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の
効果的かつ効率的な予算執行に努めること。

外部有識者の所見

点検対象外



　

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

委託料 株式会社サイズラーニングへの研修委託業務 7.5

委託料 株式会社東京リーガルマインドへの専門家派遣委託業務

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

委託料 公益財団法人福岡県女性財団への研修委託業務 1.1

計 24.2 計

3.4

委託料 一般財団法人ソーシャルワーク・オフィス福岡 12.2

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

内閣府男女共同参画局　789百万円

【公募・交付】

A.　地方公共団体（46都道府県、225市区町）
789百万円
地域女性活躍推進交付金

・交付金を利用して、地域の実情に応じた、女性
活躍を推進する事業を実施。



支出先上位１０者リスト

A.

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 福岡県 6000020400009
地域女性活躍推進交付金事
業（研修等）

24.2 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- -

4 福島県 7000020070009
地域女性活躍推進交付金事
業（相談受付等）

17.3 補助金等交付 - -

- - -

3 岐阜県 4000020210005
地域女性活躍推進交付金事
業（フォーラム等）

20.1 補助金等交付 -

2 京都府 2000020260002
地域女性活躍推進交付金事
業（相談受付等）

21.4 補助金等交付

- - -

7 岩手県 4000020030007
地域女性活躍推進交付金事
業（相談受付等）

12.7 補助金等交付 -

6 北九州市 8000020401005
地域女性活躍推進交付金事
業（講演会等）

12.7 補助金等交付

-

5 新潟県 5000020150002
地域女性活躍推進交付金事
業（セミナー等）

15.9 補助金等交付 - - -

-

9 宮城県 8000020040002
地域女性活躍推進交付金事
業（研修等）

12.1 補助金等交付 - - -

- -

8 名古屋市 3000020231002
地域女性活躍推進交付金事
業（研修等）

12.4 補助金等交付 - -

- - -10 山形県 5000020060003
地域女性活躍推進交付金事
業（相談受付等）

12 補助金等交付

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック


	行政事業レビューシート

